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１ 水安全計画策定の目的 

２ 水安全計画とは

 山陽小野田市水道局では、原水の水質状況に応じて設計された浄水場で水道水をつくり

供給しています。また、違いに応じた浄水場を適切に運転管理し適正な配水管理を行うと

ともに、定期的な水質検査を行うことにより水道水の安全性の確保に努めてきました。

 しかし、水源への油類流出等による水質汚染事故や、ダム湖や河川の表流水の富栄養化

等による異臭味被害の発生、送水から給水過程での濁水の発生や塩素消毒不足など、水源

から給水栓に至るまでに様々な危害（水道水質に悪影響を及ぼす恐れがある要因）が存在

しています。

 さらには、水道施設の老朽化対策や南海トラフ地震対策など施設の維持管理上の課題、

最新の知見による水質基準項目の増加や基準値の強化など水質管理上の課題、そして次代

を担う職員への知識・技能継承問題など、様々な課題が顕在化しています。

 このように水道水の安全に対し様々なリスクが増加していく中、水源から給水栓に至る

までの危害を抽出・特定し、継続的に監視・制御することにより、これからも安全で安心

できる水道水の供給を行うことのできる水道システムづくりのために「山陽小野田市水安

全計画」を策定しました。

 水道水は、原水の水質状況に応じて設計・整備された浄水施設と適切な運転管理、定期

的な水質検査等によって清浄な水の供給が確保されています。しかし、水道水の水質基準

は常時監視可能なものが少なく、全ての基準を検査するにはそれなりの時間を要します。

 そのため、世界保健機構（ＷＨＯ）は「飲料水水質ガイドライン第 3 版」において、食

品業界で用いられているHACCP 手法の導入が、安全な飲料水を常時供給し続けるために有

効であることから、水道システムへの導入が提唱され水安全計画(Water Safety Plan;WSP)

として、水道事業者も自ら水安全計画を策定し、水源から給水栓に至る全ての段階におい

て、包括的な危害評価と危害管理を行うことによりこれまで以上に良質で安全な水道水の

供給確保に努めることになりました。

 本市においても、「山陽小野田市水安全計画」により、水道水の品質を維持させるため

の計画を策定し、計画に基づいたマニュアルを整備することによりＰＤＣＡサイクルを確

立し、継続的な改善に取り組むことにより水源から給水栓に至る統合的な水質管理を行

い、より安全で安心できる水道水の供給体制の確立に努めます。

※HACCP手法(Hazard Analysis and Critical Control Point)･･･原料入荷から製品出荷までの

あらゆる工程において、「何が危害の原因となるのか」を明確にするとともに、危害の原

因を排除するための重要管理点（工程）を重点的かつ継続的に監視することで衛生管理を

行う手法



水道に係る各種情報を整理するため、水道システムの

概要を整理し、システムのフローチャートや水源流域

図などを作成する。

水安全計画を策定し推進するため、技術管理、水質管

理に関わる者のほか日常運転に関わるの者で策定・推

進チームを編成する。全体総括は水道技術管理者が担

当する。

管理基準を逸脱した場合や予測できない事故などによ

る緊急事態に備えた対応策をあらかじめ設定する。設

定した内容は、運転管理マニュアルに反映させる。

抽出した危害原因事象に対する現状の管理措置と監視

方法を整理する。

整理した内容を評価し、必要に応じて新たな管理措

置、監視方法、管理基準を設定する。

管理措置とは、予防保全策や適正な処理。

監視方法とは、現場確認や計器による連続分析。

管理基準とは、数値設定や異常の有無。

水道システムに存在する危害原因事象の抽出を行う。

危害とは、水質汚染の恐れがある物質や施設、自然災

害に伴う施設の破損、水処理や水の供給の停止や中断

となりうる設備の故障などである。

次に、このような危害がどの程度水道システムに影響

を及ぼすかというリスクレベル(5段階)を設定する。

策定した計画の妥当性を確認するとともに、水道シス

テムが計画どおり運用され、安全な 水が安定的に供給

されたかなどについて検証 することを定める。

水安全計画に基づいて作成する各文書や記録などの管

理方法を定める。

毎年、策定した計画が常に安全な水を安定的に供給し

ていく上で十分なものになっているかを確認するとと

もに、必要に応じた改定を行う。

３ 水安全計画の策定手順

策定・推進チームの編成
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（１）水道システムの把握

 本市は、美祢市に源流を持つ厚東川水系と厚狭川水系を水源としています。

 厚東川水系については、河川水（伏流水：厚東水源地）、ダム水（宇部丸山ダム取水口）の

取水と山口県企業局から受水している厚東川ダム水（県営平原配水槽）を水源とし、高天原浄

水場 32,500ｍ3/日（急速ろ過方式）で浄水処理を行い、竜王山配水池、高尾配水池を経由して

給水しています。厚狭川水系については、河川水（表流水：鴨庄取水口）、地下水（本・南井

戸）を取水し、鴨庄浄水場 15,800ｍ3/日（急速ろ過方式、紫外線処理）で浄水処理し、メイン

配水池の、西見配水池、山川配水池から各中継配水池を経由して給水しています。 配水管は

400km を超え、給水契約は約 29,000 件です。

４ 山陽小野田市水安全計画の概要

水道施設概要図



水源から給水栓に至る水道システムの各段階において、考えられる様々な危害を浄水系統

毎に分析し、抽出しました。

抽出した危害がどの程度水道システムに影響を及ぼすか、発生頻度と影響程度から5 段階に

分類しました。
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（２）危害分析 

① 危害抽出

発生箇所 関連水質項目 危害原因事象

浄水処理



 抽出した危害に対する現状の管理措置を浄水系統毎に確認し、監視方法を整理し、水質

項目毎に管理基準を定め、適切な監視と管理措置を行います。

 管理基準を逸脱した場合や予測できない事故による緊急事態に備えた対応方法を設定

し、水質を回復させるための行動を行います。

 水安全計画に基づいて作成する各文書や記録などの管理方法を定め、情報共有を図りま

す。

（４）対応方法の設定 

管理基準と逸脱時の対応（一部抜粋）

監視項目 管理基準監視地点 逸脱時対応

（３）管理措置の設定 

 毎年度、実施状況について検証を行い、管理基準や監視方法などの計画に基づき適切な

対応ができていたかどうかを確認します。

 安全で安心できる水道水を安定的に供給していくため、検証の結果などを踏まえ計画の

見直しを行い、必要に応じた改訂を行います。

残留塩素
給水栓

残塩ステーション

 ろ過池出口  原因調査、粉末活性炭の注入調整など

 0.2mg/L以上
残留塩素計の確認、 次亜塩素酸ナトリウ

ムの注入調整など
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Do（実行）
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Action（改善）

水安全計画の策定・計画に基づく各マニュアルの策定

対応マニュアルに基づいた水質管理の運用や記録

水質管理結果や対応方法の問題点などの検証

水質管理体制や各マニュアルなどの見直し、改善・強化

（７）レビュー 

 ろ過池出口 0.1度以下
ろ過池の確認、濁度計の確認、ろ過速度の

調整、ろ過池の洗浄など

（５）文書と記録の管理

（６）計画の妥当性の確認と実施状況の検証 
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 水安全計画を策定し、継続的に推進することにより安全性の向上などが期待されます。

お客さまへの安全性に関

する説明責任

 一元管理 

 関係者の連携強化 

水安全計画に基づいた操作マニュアルの策定と記録によることで、常に安全な

水が供給されていることを説明する上で有効である。

水道システム全体を総合的に把握して評価するもので あり、管理の一元化・統

合化が図られる。

危害を明確化することにより、水源の水質改善や水質監視・水質異常時の対応

など流域関係者との連携した取組ができる。

安全性の向上

維持管理の向上・効率化

技術の継承

期待される効果 説明 

水源から給水栓に 至る水道システムに存在する危害を適確に把握し必要な対応

をとることにより、リスクが軽減され安全性の向上が図られる。

危害分析を行う中で、危害が明確となり管理方法や優先順位が明らかになるこ

とにより、水道システム全体の維持管理の向上や効率化が図られる。

技術的な事柄について一元的に整理し文書化し共有することにより、技術の継

承が図られる。

５ 水安全計画の効果 


